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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

計 画 給 水 人 口 14,400

現 在 給 水 人 口 13,852法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部適用

㎥／日

平 成 29 （ 2017 ） 年 4 月 1 日

230

千ｍ

60.3

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 9,680

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

三重県　多気町

多気町水道事業

計 画 期 間 ：

9

～

管 路 延 長

0.65

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 59 （ 1984 ） 年 4 月 1 日

水 源

別添１－２

多気町水道事業経営戦略

事業の現況

多気町の水道料金は口径別料金となっており、基本料金（10㎥まで）と従量料金（段階別逓増料金）の二部料金
制としています。
平成18年1月に町村合併し、平成20年度に現在の料金体系に統一しました。
また、今後実施していく水道施設更新事業の財源を確保するため、平成29年4月に約10％増の料金改定を行い
ました。その後は消費税率改定に伴う改定を行い、現在の料金は下表のとおりとなっています。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

●水道料金 （税込）

基本料金
1ヶ月につき10㎥まで

13㎜ 1,980円 11㎥～30㎥まで 132円

20㎜ 2,090円 31㎥～50㎥まで 170.5円

25㎜ 3,080円 51㎥～100㎥まで 220円

30㎜ 4,950円 101㎥以上 286円

40㎜ 11,000円

50㎜ 22,000円

75㎜ 44,000円

100㎜ 77,000円

臨時用 消火栓演習用 1回5分以内につき 1,000円

量水器口径
超過料金
1㎥につき



④ 組　織

＜組織体制＞

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

多気町では、上下水道課において水道事業、工業用水道事業、下水道事業（特定環境保全公共下水道・農業集落排水施設事業・特定地域排
水処理施設事業）の事務を行っています。
　経理係では、水道・工業用水道料金及び下水道使用料それぞれの検針、料金調定、徴収業務や各会計の経理業務を行っています。
　水道係では、水道・工業用水道施設の維持管理やそれに伴う修繕業務及び新規給水工事や水道管布設工事、施設更新工事等の工務を行っ
ています。
　下水道係では、下水道施設の維持管理やそれに伴う修繕業務及び新規下水道接続工事や下水道管布設工事、浄化槽設置工事等の工務を
行っています。

これまでの主な経営健全化の取組

・旧勢和村水道事業の施設の多くは簡易水道時から使用しており、機器の故障や管路の漏水が多く発生していたため、施設を集約化するととも
に三重県からの受水に切り替えました。これにより修繕費等維持管理費の節減につなげました。また、近年発生が危惧されている大規模地震等
の災害発生に備えるため、基幹管路の耐震管への布設替えを行いました。

・旧多気町地域の水道施設においても老朽化が進んできており、管路の耐震化もされていないことから、今後大規模な改修が必要となります。そ
の財源を確保するために平成29年4月に約10％の料金改定を行いました。

・平成19年度から21年度にかけて企業債の借換えを行い、支払利息の削減を行いました。

・広域連携について、近隣6町で同じ上下水道料金システムを使用していることから、システムを共同化することによる導入コストやランニングコス
トの削減を見込み、令和3年度に共同化に関する協定を結びました。令和5年度から順次システムを更新していくことで広域化・共同化に取組ん
でいます。

・利用者の利便性を高めるため、役場に出向くことなくインターネットで使用開始・中止の手続きができるほか、クレジットカードやスマートフォン決
裁アプリを利用して納付ができるようになり収納方法の多様化を図っています。

　このほかにも様々な方法により経費節減を図りながら、安定した経営と経営健全化に取組んでいきます。

別添　経営比較分析表による

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

課長　1名

職員数　2名

職員数　4名

職員数　2名下水道係

経理係

上下水道課 水道係
50代1人、40代4人、30代3人、

20代1人 平均年齢 42.1歳



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

給水人口の予測

組織の見通し

料金収入の見通し

上下水道課の職員数は令和4年度末時点で9名となっています。今後水需要は減少傾向にありますが、施設の更新や維持管理業務等の業務量
の増加が予想されます。また、水道事業を維持・継続していくために、熟練職員が培ってきた技術やノウハウを継承できるよう、職員の適切な配
置や年齢構成の適正化を図っていく必要があります。

水需要の予測

本町の人口は年々減少傾向にあり、平成28年には1万5千

人を割り込むなど人口減少が進んでいます。 「まち・ひと・し

ごと創生第2期多気町総合戦略」（多気町人口ビジョン）の推

計によると、令和27年には11,704人まで減少すると予想され

ています。同様に給水人口についても減少傾向で推移する

と予想されます。

下記のグラフでは、行政区域内人口については令和3年度

までは住民基本台帳人口の実績値、令和4年度以降は多気

町人口ビジョンにおける推計値によります。（5年間隔のため

補正しています。）

給水人口も同じく令和3年度までは実績値であり、令和4年

度以降の給水人口の予測では、将来推計人口に近年の給

水普及率を乗じて算定しています。

水需要（有収水量）の予測にあたっては、主に家庭で使

用する一般用、営業用、工場用及びその他（官公庁や自

治会所有水洗）の用途別の使用水量ごとに算定していま

す。

それぞれ過去の有収水量の実績を基に、一般用につい

ては１人当たりの平均使用水量を予測し、上記（1）で試算

した給水人口を乗じて算定しています。営業用、工場用

については現行水準に大口利用者の動向を加味して算

定しています。また、その他については現行水準で推移

するものとして推計しています。

人口の減少に伴って一般用の使用料が減少することによ

り、有収水量も減少していくと予想されます。令和14年度

には約1,697,000㎥になると予想され、令和3年度と比較

すると約6％程度減少する見込みです。

料金収入の予測にあたっては、上記（2）で算定した年間

有収水量に、直近（令和3年度）の供給単価である196.7

（円/㎥）を乗じて推計しています。

人口及び水需用の減少に伴い料金収入も減少する見込

みとなっています。

※令和2年度に料金収入が大きく減少しているのは、新

型コロナウイルス感染拡大に伴う支援策として、6カ月間

基本料金を免除したことによるものです。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
多気地域管路耐震化・更新計画に基づき、着実に施設・管路の耐震化を図り強靭な多気町水道事業を
構築します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

多気町の水道施設は上図のとおりとなっています。

平成２０年度に勢和地域水道施設改善計画を策定し、旧簡易水道時から使用し老朽化していた１３施設（浄水場４、配水池５、加

圧ポンプ場４）について、水源を三重県受水に切替え、６施設（配水池４、加圧ポンプ場２）に集約しました。合わせて送水管2132.6

ｍを新たに布設し、配水管20916.7ｍの新設および布設替えを行いました。。これらの管路には耐震適合管を布設しています。この

ことにより漏水や機器の故障が減り、維持管理費の削減につながっています。

また、平成２９年度には、多気地域 管網計算および水道施設耐震診断を行い、管路耐震化・更新計画を策定しました。計画で

は、先に浄水場及び各配水池、加圧所の更新、耐震化を行い、その後基幹管路から耐震管への布設替えを行っていく予定です。

現在、計画に基づき多気地域の施設の更新、耐震化を行っており、これまでに実施した主な工事は下記のとおりです。

（単位：千円）

実施年度 R1 R2 R3 R4

事業内容

浄水場ポンプ更新工事
長谷加圧所築造工事
長谷加圧所電気計装設備工事
長谷地区配水管布設替工事

東部配水池立替工事
東部配水池場内整備工事
東部配水池電気計装設備工事
東部配水池送配水管布設工事

長谷加圧所場内整備工事
東部加圧所築造工事
西部加圧所電気計装設備工事
西部加圧所築造工事
東部加圧所電気計装設備工事

中央配水池耐震補強工事
中央配水池改修工事
中央配水池電気計装設備工事
西部配水池進入路拡幅工事
西部配水池築造工事
西部配水池電気計装設備工事

厚生労働省の新水道ビジョンにおける基本理念「地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道」、将来の理想像「強靭・持続・安全」の実現に

向け、改正水道法の目的である水道事業の基盤強化を図りながら、安心安全な水を安定して供給できるように努めていきます。

①強靭 施設、管路の耐震化を行い、災害時にも被害を最小限にし、給水できるようにします。

②持続 将来にわたって安定して給水できるよう、老朽化施設の更新や長寿命化を行い、また有収率の向上や適正な料金設定により

経営基盤の強化に努めます。

③安全 水質管理項目を徹底遵守し、適切な維持管理等安全対策を行います。



目 標
独立採算による事業運営を継続するため、計画期間内の収益的収支の継続的な黒字（経常収支比率100％以
上）を維持します。

②　収支計画のうち財源についての説明

●収益的収入

　

　

　

●資本的収入

多気地域水道施設改修事業 （単位：千円）

R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４

371,800 405,000 177,400 254,000 268,000 352,000 288,000 273,000 286,000 345,000
西部配水池～加圧

　  送配水管布設替

南部加圧～配水池

　　送水管布設替

南部配水池

　　　　　更新設計

浄水場ポンプ井

改修

浄水場場内配管

南部配水池築造

南部加圧～配水池

　　送水管布設替

浄水場

　　ポンプ室改修

浄水場

　　管理棟改修

南部加圧改修

浄水場～

　　 　中央配水池

送配水管

　　　　　更新設計

浄水場～

　　　 中央配水池

 送配水管布設替

浄水場～

　　 　中央配水池

 送配水管布設替

浄水場～

　　 　中央配水池

 送配水管布設替

浄水場～

　　 　中央配水池

 送配水管布設替

浄水場～

　　 　中央配水池

 送配水管布設替

東池上～

　　　　　南部加圧

　　 　配水管設計

相可～南部加圧

　　 　配水管設計

東池上～

　　　　　南部加圧

　　配水管布設替

相可～相可台

　　　　　　～役場

　　　配水管設計

東池上～

　　　　　南部加圧

　　配水管布設替

　年　　　　度

　事　　業　　費

　事業内容

また、投資・財政計画（収支計画）期間内に予定している主な事業及び事業費は下表のとおりとなっています。

・料金収入

平成29年度に約10％の料金改定を行ったこともあり、現在は毎年継

続して純利益を上げていますが、今後は上記の更新計画に基づく工

事が継続するため多額の資金が必要になります。また、更新した施設

の供用開始により減価償却費が増加するとともに、企業債の借入れに

伴う支払利息も増加が見込まれます。

現状の料金水準で更新計画を実施していくと想定した場合、令和11

年度には収益的収支が赤字に転落する見込みです。計画期間内に

おける継続的な黒字を維持するために、遅くとも令和10年度には改定

率10％以上の料金改定が必要となります。

収支計画では、令和9年度に10％の料金改定を実施しています。その

結果、計画期間内において黒字を維持することができています。ただ

し、今後も水需要が減少していく一方で施設更新計画実施のための

財源を確保する必要があるため、引き続き料金改定について検討して

いきます。

・他会計補助金：一般会計からの繰出金（消火栓等に要する経費）

を計上しています。

・その他：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）に基づき

計上しています。

・企業債 他会計出資金 国庫補助金

建設改良費の財源となる国庫補助金や一般会計出資金について

は、更新工事の事業内容に応じて現在の国の制度・基準により算定

される額を見込んで計上しています。

企業債については、それぞれの事業において国庫補助金、一般

会計出資金を充てた残額のおよそ90％の額の借入を予定していま

す。右のグラフは計画期間内の企業債残高の見込みを示していま

す。既借入債の残高は減少していきますが、大規模な更新工事に

伴う新規借入が続くことから、新規借入起債分と合わせた残高は減

少していきません。過度な借入とならないよう、企業債残高や償還額

を勘案しながら借入額を決定していく必要があります。

※新規借入条件

構築物 償還期間30年、据置2年、元金均等方式、利率2.0％

機械設備 償還期間15年、据置2年、元金均等方式、利率2.0％



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

・職員給与費：現在の人員が継続する前提で定期昇給分を見込み計上しています。

・動力費：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、物価高騰や電気料金の上昇分を見込んで計上しています。

・修繕費：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、施設や管路の老朽化に伴う増加を見込んで計上しています。

・受水費：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、現在の料金設定と同額で見込んで計上しています。

・減価償却費：既存施設の減価償却費及び今後の更新計画により取得予定の償却資産に係る減価償却費を見込んで計上しています。

・支払利息：既借入分の支払利息に新規借入分に係る利息を積み上げて計上しています。
　　　　　　　　新規借入条件…構築物　　　償還期間30年、据置2年、元金均等方式、利率2.0％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  機械設備　償還期間15年、据置2年、元金均等方式、利率2.0％

・その他の経費については、過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、おおむね現状と同程度を見込んで計上しています。

毎年度進捗管理を実施するとともに、5年後を目途に計画を評価し、実績と大きな乖離が生じた場合は
計画の更新を行います。
また、広域化や料金の見直しなど新たな取り組みにより状況が変化した場合はその内容を計画に反映
していきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

多気地域管路耐震化・更新計画に基づき実施する更新事業の中で、今後の水需要の動向を踏まえ最
適な施設規模の検討を行います。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

多気地域管路耐震化・更新計画に基づき実施する更新事業の中で、今後の水需要の動向を踏まえ最
適な施設規模の検討を行います。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特にありません。

将来世代に過度な負担とならないよう、企業債残高や償還額、補てん財源などのバランスを考え借入額
を決定します。

総務省繰出基準に沿って繰入額を決定します。

料金システム共同化の協定の枠組みにおいて、更なる共同化・広域化が可能であるかを検討していき
ます。また、三重県が主催の三重県水道事業基盤強化協議会に引き続き参加するとともに、県が策定
予定の三重県水道広域化推進プランを参考に広域化について検討していきます。

広 域 化

収支計画では、令和9年度に10％の料金改定を実施した想定となっています。今後も経営の効率化を
図り財源を確保するとともに、経営状況を把握したうえで適正な料金水準の見直しについて検討してい
きます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

資産を適切に管理し、有効活用を検討します。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

企 業 債

繰 入 金

事業規模が小規模なため現在のところ予定していませんが、制度や費用対効果について情報収集に
努めていきます。

多気地域管路耐震化・更新計画に基づき実施する更新事業において、更新投資額を年間3億円程度
に平準化して実施していきます。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 357,734 357,565 352,813 351,101 349,390 347,397 379,736 377,546 375,354 373,122 370,843 369,358
(1) 355,518 355,455 350,709 349,003 347,298 345,311 377,656 375,472 373,286 371,060 368,787 367,308
(2) (B)
(3) 2,216 2,110 2,104 2,098 2,092 2,086 2,080 2,074 2,068 2,062 2,056 2,050

２． 76,893 79,312 75,266 69,363 63,038 59,103 59,903 51,390 52,662 54,772 56,501 58,083
(1) 2,201 2,700 2,692 2,684 2,676 2,668 2,660 2,652 2,644 2,636 2,628 2,620

2,201 2,700 2,692 2,684 2,676 2,668 2,660 2,652 2,644 2,636 2,628 2,620

(2) 73,139 75,067 71,037 65,150 58,841 54,922 55,738 47,241 48,528 50,653 52,397 53,994
(3) 1,553 1,545 1,537 1,529 1,521 1,513 1,505 1,497 1,490 1,483 1,476 1,469

(C) 434,627 436,877 428,079 420,464 412,428 406,500 439,639 428,936 428,016 427,894 427,344 427,441
１． 365,313 377,723 378,144 375,500 371,116 364,039 364,224 356,193 361,467 367,136 371,943 376,028
(1) 14,757 15,119 15,165 15,211 15,257 15,303 15,349 15,395 15,441 15,487 15,533 15,579

8,303 8,503 8,529 8,555 8,581 8,607 8,633 8,659 8,685 8,711 8,737 8,763

6,454 6,616 6,636 6,656 6,676 6,696 6,716 6,736 6,756 6,776 6,796 6,816
(2) 167,306 170,941 174,558 169,884 170,187 170,493 170,801 171,111 171,425 171,740 172,059 172,380

9,597 15,309 15,386 15,463 15,540 15,618 15,696 15,774 15,853 15,932 16,012 16,092
30,926 26,997 27,213 27,431 27,650 27,871 28,094 28,319 28,546 28,774 29,004 29,236
1,494 1,498 1,502 1,507 1,512 1,517 1,522 1,527 1,532 1,537 1,542 1,547

125,289 127,137 130,457 125,483 125,485 125,487 125,489 125,491 125,494 125,497 125,501 125,505
(3) 183,250 191,663 188,421 190,405 185,672 178,243 178,074 169,687 174,601 179,909 184,351 188,069

２． 22,232 20,939 24,993 32,932 35,963 36,049 36,737 37,436 38,901 39,720 39,938 40,438
(1) 21,750 20,889 24,943 32,882 35,913 35,999 36,687 37,386 38,851 39,670 39,888 40,388
(2) 482 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

(D) 387,545 398,662 403,137 408,432 407,079 400,088 400,961 393,629 400,368 406,856 411,881 416,466
(E) 47,082 38,215 24,942 12,032 5,349 6,412 38,678 35,307 27,648 21,038 15,463 10,975
(F)
(G)
(H)

47,082 38,215 24,942 12,032 5,349 6,412 38,678 35,307 27,648 21,038 15,463 10,975
(I) 85,671 144,825 109,462
(J) 1,027,091 1,052,260 1,050,155 1,048,055 1,045,959 1,043,867 1,041,779 1,039,695 1,037,616 1,035,541 1,033,470 1,031,403

11,453 16,184
(K) 114,937 129,012 181,919 189,767 200,240 196,784 199,658 201,350 202,083 208,267 212,228 214,861

105,186 121,395 128,008 135,864 146,345 142,897 145,779 147,479 148,220 154,412 158,381 161,022
3,800 3,919 3,911 3,903 3,895 3,887 3,879 3,871 3,863 3,855 3,847 3,839
5,890 3,698 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 357,734 357,565 352,813 351,101 349,390 347,397 379,736 377,546 375,354 373,122 370,843 369,358

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和6年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 121,600 229,000 474,200 228,100 85,300 114,300 120,600 158,300 129,600 92,200 117,000 155,200

２． 6,800 19,500 55,566 80,881 3,833 42,333 44,666 58,666 47,999 34,166 43,333 57,500

３．

４．

５．

６． 1,562 2,506 74,873 70,465 31,332 84,666 89,333 117,333 95,999 90,998 95,332 115,000

７．

８． 6,523 4,400 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

９．

(A) 136,485 255,406 606,239 381,046 122,065 242,899 256,199 335,899 275,198 218,964 257,265 329,300

(B)

(C) 136,485 255,406 606,239 381,046 122,065 242,899 256,199 335,899 275,198 218,964 257,265 329,300

１． 206,565 287,719 708,148 413,000 185,400 262,000 276,000 360,000 296,000 281,000 294,000 353,000

7,882 7,906 7,930 7,954 7,978 8,002 8,026 8,050 8,074 8,098 8,122 8,146

２． 85,671 105,186 122,610 128,008 135,864 146,345 142,897 145,779 147,479 148,220 154,412 158,381

３．

４．

５． 298 297 296 295 294 293 292 291 290 289 288 287

(D) 292,534 393,202 831,054 541,303 321,558 408,638 419,189 506,070 443,769 429,509 448,700 511,668

(E) 156,049 137,796 224,815 160,257 199,493 165,739 162,990 170,171 168,571 210,545 191,435 182,368

１． 70,378 32,610 102,205 32,249 63,629 19,394 20,093 24,392 21,092 62,325 37,023 23,987

２．

３．

４． 85,671 105,186 122,610 128,008 135,864 146,345 142,897 145,779 147,479 148,220 154,412 158,381

(F) 156,049 137,796 224,815 160,257 199,493 165,739 162,990 170,171 168,571 210,545 191,435 182,368

(G)

(H) 2,255,398 2,379,212 2,730,802 2,830,894 2,780,330 2,748,285 2,725,988 2,738,509 2,720,630 2,664,610 2,627,198 2,624,017

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,201 2,700 2,692 2,684 2,676 2,668 2,660 2,652 2,644 2,636 2,628 2,620

2,201 2,700 2,692 2,684 2,676 2,668 2,660 2,652 2,644 2,636 2,628 2,620

6,800 19,500 55,566 80,881 3,833 42,333 44,666 58,666 47,999 34,166 43,333 57,500

6,800 19,500 55,566 80,881 3,833 42,333 44,666 58,666 47,999 34,166 43,333 57,500

9,001 22,200 58,258 83,565 6,509 45,001 47,326 61,318 50,643 36,802 45,961 60,120

令和14年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和6年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和13年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和11年度 令和12年度 令和13年度

他 会 計 負 担 金

令和14年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度



経営比較分析表（令和3年度決算）
三重県　多気町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 水道事業 末端給水事業 A7 非設置 14,176 103.06 137.55 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

現在の経営状況は良好な数値を保っているものの、
今後、施設更新計画に基づく大規模な更新工事が続
くため、それに伴う減価償却費や企業債残高の増加
が見込まれています。
一方で人口減少により料金収入は減少していくこと
が予想されるため、広域化・共同化によるコストの
削減など、今後も経費削減に努め健全経営の維持を
図る必要があります。

437.52 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 58.91 99.01 3,300 13,852

全体総括

31.66

経常収支比率が100％を超えており、累積欠損金も
ない健全な経営ができてます。短期的な債務に対す
る支払能力を示す流動比率も類似団体よりも高く
なっています。
給水収益が増加したため、給水収益に対する企業債
残高の割合を示す企業債残高対給水収益比率は前年
度に比べ減少しています。ただし他団体と比べると
高い水準にあるため今後も注意していく必要があり
ます。
給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているか
を示す料金回収率は高い水準にある一方で、給水原
価は類似団体よりは低いですが全国平均よりは高く
なっています。今後も経費の節減を進め費用を抑え
ていく必要があります。
有収率は類似団体と比べると高いものの全国平均と
比べると低くなっているため、引き続き漏水調査を
計画的に進めることで有収率の維持向上に努めてい
きます。

2. 老朽化の状況について

有形固定資産の減価償却がどの程度進んでいるかを
示す有形固定資産減価償却率や、法定耐用年数を超
えた管路の割合を示す管路経年化比率が他団体と比
べて高くなっています。
施設の老朽化が進んでいるといえますが、現在、施
設更新計画に基づき順次施設、管路の更新を進めて
います。令和3年度は東部配水池の築造及び送配水
管布設替工事などを実施しました。

2. 老朽化の状況

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 1.09 0.09 0.10 1.40 0.28

平均値 0.39 0.43 0.42 0.44 0.50

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 108.45 111.71 109.33 115.26 112.15

平均値 110.02 108.76 108.46 109.02 107.81

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

54.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 51.58 51.25 52.59 51.01 52.05

平均値 46.61 47.97 49.12 49.39 50.75

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.57 0.57 0.57 0.56 30.18

平均値 10.84 15.33 16.76 18.57 21.14

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 7.31 7.48 11.94 11.00 8.86

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 391.54 871.77 537.18 518.12 862.68

平均値 355.27 359.70 362.93 371.81 384.23

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 584.53 591.52 611.16 811.72 634.40

平均値 458.27 447.01 439.05 465.85 439.43

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 108.64 112.63 109.89 92.68 113.08

平均値 96.77 95.81 95.26 92.39 94.41

155.00

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

190.00

195.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 178.94 174.52 179.11 168.05 173.98

平均値 187.18 189.58 192.82 192.98 192.13

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 63.50 61.41 59.20 61.03 57.92

平均値 55.88 55.22 54.05 54.43 53.87

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 88.64 89.42 90.81 91.01 88.30

平均値 80.99 80.93 80.51 79.44 79.49

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.39】 【1.30】 【261.51】 【265.16】

【90.12】【60.29】【167.74】【102.35】

【50.88】 【22.30】 【0.66】


